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1.  平成21年3月期第3四半期の連結業績（平成20年4月1日～平成20年12月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

21年3月期第3四半期 109,045 ― 8,940 ― 8,709 ― 5,667 ―

20年3月期第3四半期 144,109 17.6 20,388 112.5 20,552 96.6 11,256 75.7

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期純利

益

円 銭 円 銭

21年3月期第3四半期 79.73 ―

20年3月期第3四半期 153.89 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

21年3月期第3四半期 200,432 147,555 73.6 2,160.73
20年3月期 209,236 151,734 72.3 2,110.69

（参考） 自己資本   21年3月期第3四半期  147,555百万円 20年3月期  151,315百万円

2.  配当の状況 

（注）配当予想の当四半期における修正の有無  無  
 

1株当たり配当金

（基準日） 第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 年間

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

20年3月期 ― 14.00 ― 26.00 40.00
21年3月期 ― 15.00 ― ――― ―――

21年3月期（予想） ――― ――― ――― 15.00 30.00

3.  平成21年3月期の連結業績予想（平成20年4月1日～平成21年3月31日） 
（％表示は対前期増減率）

（注）連結業績予想数値の当四半期における修正の有無  有  
 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期純

利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 145,000 △21.7 9,500 △58.4 9,000 △58.3 6,000 △48.8 85.24

4.  その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無  

(2) 簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用  有  

（注）詳細は、３ページ【定性的情報・財務諸表等】 ４．その他をご参照ください。  

(3) 四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載されるもの） 

（注）詳細は、３～４ページ【定性的情報・財務諸表等】 ４．その他をご参照ください。  

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
１．上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであります。実際の業績は、今後様々な要因によって予想数値と異なる結果とな 
る可能性があります。なお、業績予想の前提条件その他の関連する事項については、３ページ【定性的情報・財務諸表等】をご参照ください。 
２．当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号 平成19年３月14日）及び「四半期財務諸表に関する会計基準の適用指針」（企業会 
計基準適用指針第14号 平成19年３月14日）を適用しております。また、「四半期連結財務諸表規則」に従い四半期連結財務諸表を作成しております。  

新規 ― 社 （社名 ） 除外 ― 社 （社名 ）

① 会計基準等の改正に伴う変更 有

② ①以外の変更 有

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 21年3月期第3四半期  72,838,210株 20年3月期  72,838,210株

② 期末自己株式数 21年3月期第3四半期  4,548,517株 20年3月期  1,148,123株

③ 期中平均株式数（四半期連結累計期間） 21年3月期第3四半期  71,075,167株 20年3月期第3四半期  73,146,542株



【定性的情報・財務諸表等】

１．連結経営成績に関する定性的情報

　当第３四半期連結累計期間（平成20年4月1日～平成20年12月31日）におけるわが国経済は、金融危機の広がりによ

る世界的な需要減退や急激な円高が企業業績の悪化を招き、設備投資の抑制や雇用の調整が本格化するとともに、個

人消費にも陰りがみられるなど、景気は急速に悪化してまいりました。

　こうした状況のなか、当社グループは『ＧＬＯＲＹを世界のトップブランドに！』という経営ビジョンを実現する

ため、「18中期経営計画」の最終年度として、市場におけるグローリーブランドの確立と、より一層の企業価値向上

に取り組んでまいりました。

　しかしながら、当第３四半期連結累計期間の売上高は、海外向け機器の販売は堅調であったものの、前年同期には

郵政民営化に向けた機器及び成人識別機能付きたばこ販売機の大口需要があったことに加え、第３四半期以降の市場

環境悪化による設備投資抑制や円高の影響もあり、前年同期に比べ減少いたしました。

　この結果、当第３四半期連結累計期間の売上高は109,045百万円（前年同期比24.3％減）となりました。このうち、

商品及び製品売上高は84,998百万円（前年同期比26.1％減）、保守売上高は24,047百万円（前年同期比17.5％減）で

ありました。また、海外の売上高につきましては25,371百万円（前年同期比3.9％増）でありました。また、利益につ

きましては、営業利益は8,940百万円（前年同期比56.1％減）、経常利益は8,709百万円（前年同期比57.6％減）とな

りました。また、四半期純利益は5,667百万円（前年同期比49.7％減）となりました。

　セグメント別概況

売上高をセグメント別にみますと次のとおりであります。

　（貨幣処理機及び貨幣端末機）

  当セグメントの主要な市場は、金融市場、海外市場、流通市場であります。

　金融市場では、業務厳正化・効率化に対するニーズは依然強いものの、郵政民営化に向けた大口需要があった前年

同期に比べ、オープン出納システム及びＯＥＭ商品である窓口用入出金システムのユニットの販売は大きく減少いた

しました。また、金融危機による買い控えも見られました。

　海外市場では、ＯＥＭ商品であるＡＴＭ用紙幣入金ユニットや紙幣整理機の販売は堅調に推移いたしました。また、

海外の小売店向けの紙幣入出金機の販売も増加いたしました。

  流通市場では、スーパーや専門店などを中心に、主要製品であるレジ釣銭機の販売が大幅に増加いたしました。ま

た、大手スーパー向けに小型入金機の販売も堅調に推移いたしました。

  この結果、当セグメントの売上高は、その他の市場の売上高も含めて64,343百万円（前年同期比18.5％減）となり

ました。営業利益につきましては、5,369百万円（前年同期比58.6％減）となりました。

　（自動販売機及び自動サービス機器）

　当セグメントの主要な市場は、自動販売機市場、遊技市場であり、金融市場、流通市場にも販売をしております。

　自動販売機市場では、成人識別機能付きたばこ販売機の需要が当第１四半期までにほぼ一巡したことに加え、たば

この販売がコンビニエンスストア等にシフトしたことにより、たばこ販売機の需要が大幅に減少いたしました。

　遊技市場では、業界における設備投資抑制はなお続いているものの、カードシステムの販売は順調に推移いたしま

した。

　この結果、当セグメントの売上高は、その他の市場の売上高も含めて28,374百万円（前年同期比29.2％減）となり

ました。営業利益につきましては、1,872百万円（前年同期比60.2％減）となりました。

　（その他の商品及び製品）

　当セグメントは、主要セグメント以外の機器及び当社グループ会社以外から仕入れた商品や部分品・付属品などで

あり、セキュリティ関連商品や付属品などの減少により、前期に比べ販売は減少いたしました。

　この結果、当セグメントの売上高は16,327百万円（前年同期比35.1％減）となりました。営業利益につきましては、

1,694百万円（前年同期比37.6％減）となりました。

セグメント別営業利益は、固定資産の内部振替による未実現利益等を消去する前の金額であります。

所在地別セグメントの業績は、次のとおりであります。

　日本においては、売上高89,617百万円、営業利益8,611百万円であり、米州においては、売上高3,961百万円、営業

利益84百万円であり、欧州においては、売上高14,436百万円、営業利益176百万円であり、アジアにおいては、売上

高1,028百万円、営業利益68百万円であります。

なお、上記金額には消費税等は含まれておりません。

－ 1 －



２．連結財政状態に関する定性的情報

　総資産は前連結会計年度末に比べ8,804百万円減少して200,432百万円となりました。

　負債は前連結会計年度末に比べ4,624百万円減少し、52,877百万円となりました。

　純資産は前連結会計年度末に比べ4,179百万円減少し、147,555百万円となりました。

　営業活動の結果使用した資金は、3,690百万円となりました。これは税金等調整前四半期純利益が8,705百万円、減

価償却費が5,506百万円であった一方、法人税等の支払額9,390百万円の資金の減少要因があったことによるものです。

投資活動の結果使用した資金は、13,352百万円となりました。これは主にクリエイションカード株式会社を企業買収

したことによる連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による支出4,215百万円、債権譲受による支出1,820百万円

及び有形固定資産の取得による支出4,837百万円等によるものです。有形固定資産の取得は、主に製品の製造に係る

金型・治工具類等です。財務活動の結果使用した資金は、9,217百万円となりました。これは主に自己株式の取得に

よる支出5,756百万円、配当金の支払額2,897百万円によるものです。以上の結果、当第３四半期末の現金及び現金同

等物の残高は、前連結会計年度末に比べ26,792百万円減少し、39,319百万円となりました。

３．連結業績予想に関する定性的情報

　世界的な金融危機の影響により、景気が急速に悪化する中、金融市場をはじめとした当社の主要市場において、買

い控えなど設備投資の抑制がさらに強まっております。加えて、急激な円高の進行を勘案し、前回予想時点の想定為

替レートを見直したことなどにより、本日開示いたしました「平成21年3月期業績予想の修正に関するお知らせ」の

とおり、平成20年10月29日公表の業績予想を下方修正いたします。

 

４．その他

（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）

　該当事項はありません。

（２）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用

①簡便な会計処理

１）一般債権の貸倒見積高の算定方法

　当第３四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定したものと著しい変化がないと認

められるため、前連結会計年度末の貸倒実績率等を使用して貸倒見積高を算定しております。

２）棚卸資産の評価方法

　当第３四半期連結会計期間末の棚卸高の算定に関しては、実地棚卸を省略し、前連結会計年度末の実地棚

卸高を基礎として、合理的な方法により算定する方法を主としております。

　棚卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものについてのみ、正味売却価額を見積り、

簿価切下げを行う方法によっております。

３）繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法

　繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境等、かつ、一時差異等の

発生状況に著しい変化がないと認められるので、前連結会計年度末において使用した将来の業績予測やタッ

クス・プランニングを利用する方法によっております。

②四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理

　税金費用については、四半期連結累計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用

後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。なお、

法人税等調整額は法人税等に含めて表示しております。
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（３）四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更

①「四半期財務諸表に関する会計基準」等の適用

　当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号）及び「四半期財務諸表に

関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第14号）を適用しております。また、「四半期連結財務

諸表規則」に従い四半期連結財務諸表を作成しております。

②「棚卸資産の評価に関する会計基準」の適用

　通常の販売目的で保有するたな卸資産については、従来、主として総平均法による原価法によっておりまし

たが、第１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　平成18年７

月５日）が適用されたことに伴い、主として総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下

に基づく簿価切下げの方法）により算定しております。

　これにより、当第３四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益は、それぞれ

490百万円減少しております。

　なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載しております。

③「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」の適用

　第１四半期連結会計期間より、「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」

（実務対応報告第18号　平成18年５月17日）を適用し、連結決算上必要な修正を行っております。

　これに伴う、当第３四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に与える影響

は軽微であります。

④「リース取引に関する会計基準」等の適用

（借主側）

　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっ

ておりましたが、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日（企業会計審

議会第一部会）、平成19年３月30日改正））及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第16号（平成６年１月18日（日本公認会計士協会　会計制度委員会）、平成19年３月30日改正））

が平成20年４月１日以後開始する連結会計年度に係る四半期連結財務諸表から適用することができることに

なったことに伴い、当第１四半期連結会計期間からこれらの会計基準等を適用し、通常の売買取引に係る会

計処理によっております。また、所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産の減価償却の方

法については、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

　なお、リース取引開始日が適用初年度前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃

貸借に係る方法に準じた会計処理を引き続き採用しております。

　これに伴う、当第３四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に与える影

響はありません。

（貸主側）

　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっ

ておりましたが、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日（企業会計審

議会第一部会）、平成19年３月30日改正））及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第16号（平成６年１月18日（日本公認会計士協会　会計制度委員会）、平成19年３月30日改正））

が平成20年４月１日以後開始する連結会計年度に係る四半期連結財務諸表から適用することができることに

なったことに伴い、当第１四半期連結会計期間からこれらの会計基準等を適用し、通常の売買取引に係る会

計処理によっております。

　なお、リース取引開始日が適用初年度前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃

貸借に係る方法に準じた会計処理を引き続き採用しております。

　これに伴う、当第３四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に与える影

響は軽微であります。

（４）追加情報

（有形固定資産の耐用年数の変更）

　当社及び国内連結子会社の機械装置については、従来、耐用年数を４～12年としておりましたが、当第１四

半期連結会計期間より７～10年に変更しました。

　この変更は、平成20年度の法人税法の改正を契機として、資産の利用状況等を見直した結果によるものであ

ります。

これにより、当第３四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益は、それぞれ128

百万円減少しております。

なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載しております。
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５．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 36,081 45,163

受取手形及び売掛金 35,716 32,787

有価証券 11,338 22,835

商品及び製品 15,841 12,522

仕掛品 6,700 5,937

原材料及び貯蔵品 5,368 4,798

その他 11,071 7,002

貸倒引当金 △147 △171

流動資産合計 121,969 130,875

固定資産   

有形固定資産   

有形固定資産合計 37,113 35,182

無形固定資産   

のれん 5,406 1,030

その他 3,777 3,249

無形固定資産合計 9,183 4,279

投資その他の資産   

投資有価証券 20,951 22,668

その他 13,753 18,857

貸倒引当金 △2,538 △2,626

投資その他の資産合計 32,166 38,899

固定資産合計 78,463 78,361

資産合計 200,432 209,236

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 18,405 14,638

短期借入金 12,081 12,387

未払法人税等 226 5,756

賞与引当金 1,941 5,458

その他 13,250 14,933

流動負債合計 45,905 53,173

固定負債   

退職給付引当金 3,099 2,931

その他 3,872 1,397

固定負債合計 6,971 4,328

負債合計 52,877 57,502



（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年３月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 12,892 12,892

資本剰余金 20,629 20,629

利益剰余金 122,676 119,937

自己株式 △8,668 △2,912

株主資本合計 147,530 150,548

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 306 734

為替換算調整勘定 △282 31

評価・換算差額等合計 24 766

少数株主持分 － 419

純資産合計 147,555 151,734

負債純資産合計 200,432 209,236



（２）四半期連結損益計算書 
（第３四半期連結累計期間） 

（単位：百万円）

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年12月31日) 

売上高 109,045

売上原価 68,391

売上総利益 40,653

販売費及び一般管理費 31,713

営業利益 8,940

営業外収益  

受取利息 383

受取配当金 267

その他 445

営業外収益合計 1,096

営業外費用  

支払利息 233

為替差損 990

その他 103

営業外費用合計 1,327

経常利益 8,709

特別利益  

貸倒引当金戻入額 49

保険解約返戻金 365

その他 61

特別利益合計 476

特別損失  

固定資産除却損 189

投資有価証券評価損 215

その他 74

特別損失合計 479

税金等調整前四半期純利益 8,705

法人税等 2,998

少数株主利益 40

四半期純利益 5,667



（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円）

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年12月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー  

税金等調整前四半期純利益 8,705

減価償却費 5,506

受取利息及び受取配当金 △650

支払利息 233

賞与引当金の増減額（△は減少） △3,514

売上債権の増減額（△は増加） △3,065

たな卸資産の増減額（△は増加） △3,741

仕入債務の増減額（△は減少） 3,994

その他 △2,196

小計 5,271

利息及び配当金の受取額 662

利息の支払額 △233

法人税等の支払額 △9,390

営業活動によるキャッシュ・フロー △3,690

投資活動によるキャッシュ・フロー  

有形固定資産の取得による支出 △4,837

無形固定資産の取得による支出 △1,267

投資有価証券の取得による支出 △756

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による
支出

△4,215

子会社株式の取得による支出 △613

債権譲受による支出 △1,820

その他 158

投資活動によるキャッシュ・フロー △13,352

財務活動によるキャッシュ・フロー  

短期借入金の純増減額（△は減少） △31

長期借入金の返済による支出 △531

自己株式の取得による支出 △5,756

配当金の支払額 △2,897

財務活動によるキャッシュ・フロー △9,217

現金及び現金同等物に係る換算差額 △532

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △26,792

現金及び現金同等物の期首残高 66,111

現金及び現金同等物の四半期末残高 39,319



　当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号）及び「四半期財務諸表に関する

会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第14号）を適用しております。また、「四半期連結財務諸表規則」に

従い四半期連結財務諸表を作成しております。

（４）継続企業の前提に関する注記

　該当事項はありません。

（５）セグメント情報

〔事業の種類別セグメント情報〕

当第３四半期連結累計期間（自平成20年４月１日　至平成20年12月31日）

 

貨幣処理機
及び貨幣端
末機
（百万円）

自動販売機
及び自動
サービス機
器
（百万円）

その他の商
品及び製品
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全
社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高       

(1) 外部顧客に対する売上高 64,343 28,374 16,327 109,045 － 109,045

(2) セグメント間の内部売上高又

は振替高
－ － 4,340 4,340 △4,340 －

計 64,343 28,374 20,668 113,386 △4,340 109,045

営業利益 5,369 1,872 1,694 8,936 4 8,940

　（注）１．事業区分は、商品及び製品の機能別種類により区分しております。

２．各事業区分の主要な商品及び製品は、次のとおりであります。

貨幣処理機及び貨幣端末機……………硬貨計算機、硬貨包装機、紙幣計算機、紙幣整理機、貨幣精算装置、

硬貨入出金装置、紙幣入出金装置及び同製品の保守サービス

自動販売機及び自動サービス機器……たばこ販売機、券売機、カード販売機、硬貨両替機、紙幣両替機、

コインロッカー及び同製品の保守サービス

その他の商品及び製品…………………部分品、取付具、附属品、その他商品

３．会計方針の変更

（棚卸資産の評価に関する会計基準）

　【定性的情報・財務諸表等】４．その他（３）②に記載のとおり、第１四半期連結会計期間より「棚卸資

産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　平成18年７月５日）を適用しております。この変更に

伴い、従来の方法によった場合に比べて、営業利益が、「貨幣処理機及び貨幣端末機」で343百万円、「自動

販売機及び自動サービス機器」で103百万円、「その他の商品及び製品」で43百万円それぞれ減少しておりま

す。

４．追加情報

（有形固定資産の耐用年数の変更）

　当社及び国内連結子会社の機械装置については、従来、耐用年数を４～12年としておりましたが、当第１

四半期連結会計期間より７～10年に変更しました。

　この変更は、平成20年度の法人税法の改正を契機として、資産の利用状況等を見直した結果によるもので

あります。

　この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、営業利益が、「貨幣処理機及び貨幣端末機」で53百

万円、「自動販売機及び自動サービス機器」で74百万円、「その他の商品及び製品」で０百万円それぞれ減

少しております。
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〔所在地別セグメント情報〕

当第３四半期連結累計期間（自平成20年４月１日　至平成20年12月31日）

日本
（百万円）

米州
（百万円）

欧州
（百万円）

アジア
（百万円）

計
（百万円）

消去又は
全社

（百万円）

連結
（百万円）

売上高

(1）外部顧客に対する売上高 89,617 3,961 14,436 1,028 109,045 － 109,045

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
16,127 0 2 471 16,602 △16,602 －

計 105,745 3,962 14,439 1,500 125,647 △16,602 109,045

営業利益 8,611 84 176 68 8,940 － 8,940

　（注）１．国または地域の区分は、地理的近接度により区分しております。

２．各区分に属する主な国または地域

　　米州　　：　米国、カナダ、中南米諸国

　　欧州　　：　ヨーロッパ諸国、中東及びアフリカ諸国

　　アジア　：　東アジア及び東南アジア諸国、オセアニア諸国

〔海外売上高〕

当第３四半期連結累計期間（自平成20年４月１日　至平成20年12月31日）

 米州 欧州 アジア 計

Ⅰ　海外売上高（百万円） 6,752 16,161 2,457 25,371

Ⅱ　連結売上高（百万円） 109,045

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の

割合（％）
6.2 14.8 2.3 23.3

　（注）１．国または地域の区分は、地理的近接度により区分しております。

２．各区分に属する主な国または地域

　　米州　　：　米国、カナダ、中南米諸国

　　欧州　　：　ヨーロッパ諸国、中東及びアフリカ諸国

　　アジア　：　東アジア及び東南アジア諸国、オセアニア諸国

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高であります。

（６）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記

　当社は、取締役会決議に基づき本年９月から12月にかけて3,400,000株の自己株式取得を実施した結果、当第３

四半期連結累計期間において自己株式が5,756百万円増加いたしました。当第３四半期連結会計期間末において自

己株式は8,668百万円となっております。
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「参考資料」

前年同四半期に係る財務諸表等

（１）（要約）四半期連結損益計算書

科目

前第３四半期連結累計期間
（平成20年３月期

第３四半期）

金額（百万円）

Ⅰ　売上高 144,109

Ⅱ　売上原価 90,575

売上総利益 53,534

Ⅲ　販売費及び一般管理費 33,145

営業利益 20,388

Ⅳ　営業外収益 1,255

　受取利息 350

　受取配当金 171

　為替差益 154

　その他の営業外収益 579

Ⅴ　営業外費用 1,090

　支払利息 209

　たな卸資産廃却損 834

　その他の営業外費用 47

経常利益 20,552

Ⅵ　特別利益 42

Ⅶ　特別損失 1,022

税金等調整前四半期純利益 19,572

法人税等 8,222

少数株主利益（減算） 93

四半期純利益 11,256
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（２）（要約）四半期連結キャッシュ・フロー計算書

 
前第３四半期連結累計期間

（平成20年３月期
第３四半期）

区分 金額（百万円）

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 19,572

減価償却費 4,839

受取利息及び受取配当金 △521

支払利息 209

退職給付引当金の増減額（減少：△） △5,744

賞与引当金の増減額（減少：△） △1,966

売上債権の増減額（増加：△） △754

たな卸資産の増減額（増加：△） 2,551

仕入債務の増減額（減少：△） △317

その他 1,014

小  計 18,882

利息及び配当金の受取額 512

利息の支払額 △209

法人税等の受取額（支払額：△） △6,329

営業活動によるキャッシュ・フロー 12,855

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金等の増減額（増加：△） 42

有形固定資産の取得による支出 △2,641

有形固定資産の売却による収入 22

無形固定資産の取得による支出 △601

投資有価証券の取得による支出 △387

その他 201

投資活動によるキャッシュ・フロー △3,364

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

借入金の増減額（減少：△） △63

配当金の支払額 △2,371

自己株式の取得による支出 △3,998

財務活動によるキャッシュ・フロー △6,434

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額 △18

Ⅴ　現金及び現金同等物の増減額（減少：△） 3,038

Ⅵ　現金及び現金同等物の期首残高 59,435

Ⅶ　現金及び現金同等物の期末残高 62,473
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（３）セグメント情報

〔事業の種類別セグメント情報〕

前第３四半期連結累計期間（平成20年３月期第３四半期）

 

貨幣処理機
及び貨幣端
末機
（百万円）

自動販売機
及び自動
サービス機
器
（百万円）

その他の商
品及び製品
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全
社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高       

(1) 外部顧客に対する売上高 78,902 40,052 25,155 144,109 － 144,109

(2) セグメント間の内部売上高又

は振替高
－ － 7,342 7,342 △7,342 －

計 78,902 40,052 32,497 151,451 △7,342 144,109

営業利益 12,979 4,700 2,716 20,396 △8 20,388
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